
平 成 30 事 業 年 度

財　 務　 諸　 表

第  16  期

自　平成30年4月 1日

至　平成31年3月31日

（助　成　勘　定）



助成勘定 （単位：円）　

Ⅰ　流　　動　　資　　産

279,348,373

969,679,753,732

6,200,163,644

１年以内回収予定他勘定長期貸付金 26,640,360,000

13,248,914,494

　流　動　資　産　合　計 1,016,048,540,243

Ⅱ　固　　定　　資　　産

１　有　形　固　定　資　産

7,745,671

減 価 償 却 累 計 額 -7,113,834 631,837

21,364,846

減 価 償 却 累 計 額 -18,171,704 3,193,142

　有形固定資産合計 3,824,979

２　無　形　固　定　資　産

1,468,178

78,000

　無形固定資産合計 1,546,178

３　投 資 そ の 他 の 資 産

3,000,000,000,000

70,233,110,000

10,586,330

　投資その他の資産合計 3,070,243,696,330

　固　定　資　産　合　計 3,070,249,067,487

4,086,297,607,730

Ⅰ　流　　動　　負　　債

13,286,002,527

6,201,755,311

2,011,420

9,900,645 9,900,645

19,499,669,903

Ⅱ　固　　定　　負　　債

253,754 253,754

3,000,000,000,000

897,890,150,711

22,640,342 22,640,342

3,897,913,044,807

3,917,412,714,710

Ⅰ　資　　　本　　　金

94,842,180

94,842,180

Ⅱ　利　　益　　剰　　余　　金

103,314,028

4,946,285,119
( 4,946,285,119 )

168,790,050,840

168,884,893,020

4,086,297,607,730

未 収 収 益

貸借対照表
（平成31年3月31日）

資 産 の 部

現 金 及 び 預 金

割 賦 債 権

未 収 金

建 物

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

長 期 貸 付 金

他 勘 定 長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

　　資　　産　　合　　計

負 債 の 部

他 勘 定 長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

　流　動　負　債　合　計

資 産 見 返 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

長 期 借 入 金

純 資 産 の 部

政 府 出 資 金

　資　本　金　合　計

前中期目標期間繰越積立金

鉄道建設・運輸施設整備支援機
構法第18条第2項積立金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

　固　定　負　債　合　計

　　負　　債　　合　　計

負 債 純 資 産 合 計

163,740,451,693

当 期 未 処 分 利 益
（ う ち 当 期 総 利 益 ）

　利　益　剰　余　金　合　計

　　純　資　産　合　計



助成勘定 （単位：円）

　経　　常　　費　　用

8,497,720,213

101,648,431,198 110,146,151,411

267,409,049

43,045,687

45,735,872

9,740,736

2,155,490

2,646,098

58,067,765 428,800,697

84,761,082,959 84,761,082,959

406,765,100

　経　常　費　用　合　計 195,742,800,167

　経　　常　　収　　益

204,149,000

25,750,000,000

72,431,436,460

59,800,000

184,520,010

101,648,431,198

315,862

169,370 169,370

271,690,119

　経　常　収　益　合　計 200,550,512,019

経　常　利　益 4,807,711,852

　臨　　時　　損　　失
2 2

　当 　　期 　　純 　　利 　　益 4,807,711,850

　前中期目標期間繰越積立金取崩額 138,573,269

　当 　　期　 　総　 　利　 　益 4,946,285,119

賞 与 引 当 金 繰 入

損益計算書

（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

鉄 道 整 備 助 成 業 務 費

鉄 道 施 設 譲 渡 原 価

鉄 道 整 備 助 成 費

一 般 管 理 費

役 職 員 給 与

法 定 福 利 費

借 料 及 び 損 料

補 助 金 等 収 益

退 職 給 付 費 用

減 価 償 却 費

そ の 他

財 務 費 用

支 払 利 息

雑 損

運 営 費 交 付 金 収 益

貸 付 金 利 息 収 入

鉄 道 施 設 譲 渡 収 入

中央新幹線建設資金貸付等業
務管理費収入

譲 渡 管 理 費 等 収 入

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

財 務 収 益

受 取 利 息

雑 益



助成勘定 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 -323,028,179

鉄道助成補助金支出 -11,584,810,372

他勘定へ繰入 -90,973,386,375

その他の業務支出 -600,883,204

運営費交付金収入 204,149,000

鉄道助成業務収入 98,441,775,557

他勘定貸付金の回収による収入 28,372,820,408

補助金等収入 102,558,196,747

他勘定より受入 277,426,061

その他の業務収入 68,986,706

　　　小　計 126,441,246,349

利息及び配当金の受取額 169,370

利息の支払額 -84,761,082,959

国庫納付金の支払額 -137,695,337

業務活動によるキャッシュ・フロー 41,542,637,423

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 -395,033

無形固定資産の取得による支出 -1,057,675

投資活動によるキャッシュ・フロー -1,452,708

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

他勘定長期借入金の返済による支出 -41,793,173,909

財務活動によるキャッシュ・フロー -41,793,173,909

Ⅳ 資金に係る換算差額 －

Ⅴ 資金減少額 -251,989,194

Ⅵ 資金期首残高 531,337,567
Ⅶ 資金期末残高 279,348,373

キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）



助成勘定 （単位：円）

　Ⅰ 当期未処分利益 4,946,285,119

    当期総利益 4,946,285,119

　Ⅱ 利益処分額

積立金 4,946,285,119 4,946,285,119

利益の処分に関する書類

(令和元年7月31日)



助成勘定 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

(1) 損益計算書上の費用

鉄道整備助成業務費 110,146,151,411

一般管理費 428,800,697

財務費用 84,761,082,959

雑損 406,765,100

固定資産除却損 2 195,742,800,169

(2) (控除)自己収入等

貸付金利息収入 -25,750,000,000

鉄道施設譲渡収入 -72,431,436,460

中央新幹線建設資金貸付等業
務管理費収入 -59,800,000

譲渡管理費等収入 -184,520,010

財務収益 -169,370

雑益 -271,690,119 -98,697,615,959

97,045,184,210

Ⅱ　引当外賞与見積額 384,079

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 16,577,071

Ⅳ　機会費用

0

Ⅴ　行政サービス実施コスト 97,062,145,360

行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

業務費用合計

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用



助成勘定 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

1．運営費交付金収益の計上基準 

管理部門の活動について期間進行基準を採用しております。 

 

2．減価償却の会計処理方法 

（1）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     11～17 年 

工具器具備品  5～14 年 

 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に

基づいております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸

倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

なお、当期計上額はありません。 

 

(2) 賞与引当金 

役員及び職員等の期末手当及び勤勉手当の支出に充てるため、翌期賞与支給見込額の

うち当期発生分を計上しております。 

ただし、当該支給見込額のうち、運営費交付金により財源措置がなされる分について

は、引当金を計上しておりません。 

 

4. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

ただし、退職給付及び確定給付企業年金基金から支給される年金給付に係る引当見込額

のうち、運営費交付金により財源措置がなされる分については引当金を計上しておりませ

ん。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9 年）によ

る定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定



の年数（9 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政

法人会計基準第 38 に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の

当期増減額を計上しております。 

 

5. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

平成 31年 4 月 5日付の事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定

の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）

に基づき、0％で計算しております。 

 

6. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

7. その他の重要な会計処理 

割賦譲渡に係る収益認識基準 

割賦譲渡に係る収益の認識基準は、回収期日到来基準を採用しております。 

 

Ⅱ 注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

1. 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額        8,801,145 円 

 

2. 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額      8,940,118 円 

 

3. 一年を超えて入金期日の到来する業務活動から生ずる債権 

割賦債権                                      960,616,318,509 円 

 

4．積立金の国庫納付等 

(1) 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は 100,920,942 円であり、これに前中期目

標期間の最終年度の未処分利益 78,925,421 円並びに前中期目標期間繰越積立金

3,660,596,654 円及び鉄道建設・運輸施設整備支援機構法第 18 条第 2 項積立金

160,279,591,310 円を加えると、積立金は 164,120,034,327 円となります。 

 

(2) この積立金 164,120,034,327 円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認

を受けた額は 241,887,297 円、また、次期中期目標期間以降の業務の財源として繰越の承認

を受けた額は 163,740,451,693 円であり、差し引き 137,695,337 円については国庫に納付し

ております。 

 

 

 



〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

       現金及び預金                279,348,373 円 

       資金期末残高                279,348,373 円 

 

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕 

引当外退職給付増加見積額のうち、14,649,908 円については国からの出向職員に係るもの

であります。 

 

〔金融商品関係〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

    助成勘定では、中央新幹線の建設に要する費用に充てる資金の一部貸し付けに必要な

資金を借り入れし、東海旅客鉄道株式会社に対し貸し付けております。 

長期貸付金は、償還確実性を確保するため、東海旅客鉄道株式会社の状況を定期的に

モニタリングし財務状況等を把握することとしております。 

また、日本国有鉄道清算事業団の債務の償還等を確実かつ円滑に実施するため、東日

本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社及び西日本旅客鉄道株式会社に対し譲渡し

た際の新幹線譲渡価額を割賦債権として管理し、鉄道施設譲渡収入を、特例業務勘定に

対する借入金の償還に充てるほか、一部を鉄道建設資金として建設勘定に貸し付けてお

ります。 

 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

(1)割賦債権 969,679,753,732  2,194,385,811,121  1,224,706,057,389  

(2)長期貸付金 3,000,000,000,000  3,267,086,813,096  267,086,813,096  

(3)他勘定長期貸付金 96,873,470,000  97,332,803,914  459,333,914  

(4)長期借入金 (3,000,000,000,000) (3,220,575,746,364) (220,575,746,364) 

(5)他勘定長期借入金 (897,890,150,711) (1,827,805,746,914) (929,915,596,203) 

(*1)負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

(*2)他勘定長期貸付金には、1 年以内回収予定他勘定長期貸付金を含めて計上しており

ます。 



(注) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券等に関する事項 

(1) 割賦債権 

    割賦債権である新幹線譲渡代金の支払方法等は、新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等

に関する法律（平成 3年法律第 45号）等の法令で規定している特殊な債権ですが、時価

については、市場性を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流

通利回りで割り引いて算定する方法によっております。 

 

 (2) 長期貸付金 

東海旅客鉄道株式会社への貸付金であり、当該貸付金の時価については、市場性を織

り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通利回りで割り引いて算

定する方法によっております。 

 

(3) 他勘定長期貸付金 

    他勘定長期貸付金は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法

律第 180 号。以下「機構法」という。）等に基づき、鉄道施設の建設資金の一部を建設勘

定に無利子貸付金として繰り入れたものです。 

同勘定からの償還条件等は法令で規定されている特殊な債権ですが、時価については、

市場性を織り込む観点から元金を残存期間に対応する国債の流通利回りで割り引いて算

定する方法によっております。 

 

 (4) 長期借入金 

    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算出する方法によっております。 

 

(5) 他勘定長期借入金 

    他勘定長期借入金は、機構法等に基づき、鉄道施設譲渡収入の一部を旧国鉄職員の年

金等財源として特例業務勘定に対し繰り入れるものであり、同勘定に対する借入金とし

て整理されております。 

    同勘定への償還条件等は法令で規定されている特殊な債務ですが、時価については、

市場性を織り込む観点から元利金の合計額を残存期間に対応する国債の流通利回りで割

り引いて算定する方法によっております。 

 

〔退職給付関係〕 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を

採用しております。確定給付企業年金制度（積立型制度）では、運輸関係法人企業年金基

金に加入し、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。 

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一

時金を支給しております。 

 

 

 



2. 確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務             24,896,536 円 

 勤務費用                    1,073,544 円 

 利息費用                                       42,523 円 

 数理計算上の差異の当期発生額              －2,092,392 円 

 退職給付の支払額                    －369,534 円 

過去勤務費用の当期発生額              －525,564 円 

 制度加入者からの拠出額             158,517 円  

期末における退職給付債務             23,183,630 円  

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産               4,375,578 円 

 期待運用収益                   109,389 円 

 数理計算上の差異の当期発生額         －1,764,419 円 

事業主からの拠出額              1,430,307 円 

 退職給付の支払額                －369,534 円 

 制度加入者からの拠出額              158,517 円  

期末における年金資産                3,939,838 円  

 

(3) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務              6,808,816 円 

年金資産                    －3,939,838 円  

積立型制度の未積立退職給付債務           2,868,978 円 

非積立型制度の未積立退職給付債務         16,374,814 円   

小計                       19,243,792 円 

未認識数理計算上の差異              －9,144,288 円 

未認識過去勤務費用                   1,954,508 円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     12,054,012 円  

退職給付引当金                 22,640,342 円 

前払年金費用                    －10,586,330 円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     12,054,012 円  

 

(4) 退職給付に関連する損益 

勤務費用                     1,073,544 円 

利息費用                             42,523 円 

期待運用収益                      -109,389 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額         1,492,059 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額         －343,247 円  

合計                      2,155,490 円  

 



(5) 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

株式                         46％  

債券                         34％  

その他                        20％  

   合計                         100％  

 

(6) 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。 

 

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

割引率  確定給付企業年金基金 0.1％ 一時金 0.2％ 

長期期待運用収益率  2.50％ 

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

翌事業年度以降に支払いを予定している債務負担行為額は、41,655,413 円であります。 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

 

該当ありません。 

 

 

 

 



附　属　明　細　書

(助成勘定)



(単位：円)

当期償却額 当期減損額

建 物 7,745,671 0 0 7,745,671 7,113,834 327,988 0 0 631,837

工 具 器 具 備 品 21,539,216 365,771 540,141 21,364,846 18,171,704 1,640,043 0 0 3,193,142

計 29,284,887 365,771 540,141 29,110,517 25,285,538 1,968,031 0 0 3,824,979

ソ フ ト ウ ェ ア 3,173,884 979,329 0 4,153,213 2,685,035 678,067 0 0 1,468,178

計 3,173,884 979,329 0 4,153,213 2,685,035 678,067 0 0 1,468,178

電 話 加 入 権 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0 78,000

計 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0 78,000

ソ フ ト ウ ェ ア 3,173,884 979,329 0 4,153,213 2,685,035 678,067 0 0 1,468,178

電 話 加 入 権 78,000 0 0 78,000 0 0 0 0 78,000

計 3,251,884 979,329 0 4,231,213 2,685,035 678,067 0 0 1,546,178

長 期 貸 付 金 3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0 0 0 0 3,000,000,000,000

他勘定長期貸付金 96,873,470,000 0 26,640,360,000 70,233,110,000 0 0 0 0 70,233,110,000

前 払 年 金 費 用 11,475,526 1,430,307 2,319,503 10,586,330 0 0 0 0 10,586,330

計 3,096,884,945,526 1,430,307 26,642,679,503 3,070,243,696,330 0 0 0 0 3,070,243,696,330

2．たな卸資産の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

3．有価証券の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

4．長期貸付金の明細

1. 固定資産の取得、処分、減価償却費(「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外
減価償却相当額も含む。)及び減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要

有形固定資産
(償却費損益内)

無形固定資産
（償却費損益内）

無形固定資産
（非償却資産）

無形固定資産
合　　計

投資その他の資産

（単位:円）

回収額 償却額

その他の長期貸付金

中央新幹線建設資金貸付金 3,000,000,000,000 0 0 0 3,000,000,000,000

他勘定長期貸付金 125,246,290,408 0 28,372,820,408 0 96,873,470,000 （注）

計 3,125,246,290,408 0 28,372,820,408 0 3,096,873,470,000

（注）期末残高には、1年以内回収予定他勘定長期貸付金が含まれております。また、回収額は、元金回収額を計上しております。

摘 要区  分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



5．長期借入金の明細

(単位：円)

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘 要

政府借入金

財政融資資金特別会計 3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0.86
令和37年11月
～令和38年3月

3,000,000,000,000 0 0 3,000,000,000,000 0.86
令和37年11月
～令和38年3月

特例業務勘定借入金 939,683,324,620 0 41,793,173,909 897,890,150,711 6.35 令和33年9月

3,939,683,324,620 0 41,793,173,909 3,897,890,150,711 2.11
令和33年9月
～令和38年3月

（注) 平均利率は、加重平均利率を記載しております。

6．鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

7．引当金の明細

8．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

9．退職給付引当金の明細

（注) 退職給付引当金の期末残高には、前払年金費用が含まれております。

合 計

区 分

小 計

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

24,896,536 1,274,584 2,987,490 23,183,630

退職一時金に係る債務 17,627,982 711,656 1,964,824 16,374,814

確定給付企業年金基金に係る
債務

7,268,554 562,928 1,022,666 6,808,816

4,375,578 1,698,213 2,133,953 3,939,838

11,328,829 2,319,503 1,594,320 12,054,012

7,189,780

年金資産

退職給付引当金

-740,783

区 分

退職給付債務合計額

未認識過去勤務費用及び
未認識数理計算上の差異

9,192,129 -2,743,132

（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金 10,660,431 9,900,645 10,660,431 0 9,900,645

計 10,660,431 9,900,645 10,660,431 0 9,900,645

期末残高 摘 要区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額



10. 資産除去債務の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

11．法令に基づく引当金等の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

12．保証債務の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

13．資本金及び資本剰余金の明細

14．積立金の明細

15．目的積立金等の取崩しの明細

16．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（1）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

政府出資金 94,842,180 0 0 94,842,180

計 94,842,180 0 0 94,842,180

区 分

資本金

（単位：円）

0 204,149,000 204,149,000 0 0 204,149,000 0

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付金

収益

資産見返

運営費交付金
資本剰余金 小　　　計

（単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

独立行政法人通則法
第44条第1項の積立金

100,920,942 164,019,113,385 164,120,034,327 0 （注1）

前中期目標期間繰越積立金 3,660,596,654 241,887,297 3,799,169,923 103,314,028 （注2）

鉄道建設・運輸施設整備支援機構
法第18条第2項積立金

160,279,591,310 163,740,451,693 160,279,591,310 163,740,451,693 （注3）

計 164,041,108,906 328,001,452,375 328,198,795,560 163,843,765,721

（注1）　当期増加額は、平成29年度利益処分額並びに前中期目標期間繰越積立金及び鉄道建設・運輸施設整備支援機構法第18条第2項積立

　　　金からの振替額による増加額を計上しており、当期減少額は前中期目標期間繰越積立金及び鉄道建設・運輸施設整備支援機構法第18条

　　　第2項への振替額並びに国庫納付額を計上しております。

（注2）　当期増加額は、独立行政法人通則法第44条第1項積立金からの振替額を計上しており、当期減少額は独立行政法人通則法第44条第1

　　　項積立金への振替額及び取崩額を計上しております。

（注3）　当期増加額は、独立行政法人通則法第44条第1項積立金からの振替額を計上しており、当期減少額は独立行政法人通則法第44条第1

　　　項積立金への振替額を計上しております。

（単位：円）

金　　　額

138,573,269

138,573,269

区　　　　　分 摘               要

前中期目標期間繰越積立金取崩額 自己収入財源で取得した固定資産の減価償却費等

計



（2）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
　　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

17．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

17－1　施設費の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

17－2　補助金等の明細

（単位：円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

整備新幹線整備事業費補助 73,512,729,603 0 0 0 0 73,512,729,603

整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金 1,489,934,655 0 0 0 0 1,489,934,655

新線調査費等補助金 38,161,147 0 0 0 0 38,161,147

幹線鉄道等活性化事業費補助 1,518,230,429 0 0 0 0 1,518,230,429

地下高速鉄道整備事業費補助 6,303,816,987 0 0 0 0 6,303,816,987

鉄道駅総合改善事業費補助 2,358,458,734 0 0 0 0 2,358,458,734

都市鉄道利便増進事業費補助 13,867,240,345 0 0 0 0 13,867,240,345

譲渡線建設費等利子補給金 73,000,000 0 0 0 0 73,000,000

鉄道技術開発費補助金 275,390,615 0 0 0 0 275,390,615

鉄道防災事業費補助 2,043,167,574 0 0 0 0 2,043,167,574

鉄道施設総合安全対策事業費補助 168,301,109 0 0 0 0 168,301,109

計 101,648,431,198 0 0 0 0 101,648,431,198

摘 要区 分 当期交付額

左の会計処理内訳

（単位：円）

費 用

人件費：151,703,200、借料及び損料：16,633,516、その他：15,669,778

合計 204,149,000 184,006,494

区    　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

- -

主な使途

業務達成基準による

振替額

期間進行基準による

振替額
204,149,000 184,006,494

費用進行基準による

振替額
- -



17－3　長期預り補助金等の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。

18．役員及び職員の給与の明細

（ -                               ） （ 0 ） （ -                               ） （ 0 ）

18,810 1 -                               0

（ 359 ） （ 4 ） （ -                               ） （ 0 ）

259,651 30 -                               0

（ 359 ） （ 4 ） （ -                               ） （ 0 ）

278,461 31 -                               0

（注1）上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しております。

（注2）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含んでおります。

（注3）支給人員数は、常勤嘱託及び契約職員を含み、年間平均支給人員数を記載しております。

（注4）上段（　）書きの計数は、非常勤の職員に係るものであり、別掲となっております。

　　　　なお、非常勤の職員のうち3名については各勘定で共通して人件費を負担しております。

（注5）役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構役員給与規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸

      施設整備支援機構役員退職手当支給規程に定め、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号。以下「通則法」という。）第50条の2第2項の規定に基

　　　づき、国土交通大臣に届け出るとともに、公表しております。      

（注6）職員に対する給与及び退職手当の支給の基準は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構職員給与規程及び独立行政法人鉄道建設・運輸

      施設整備支援機構職員退職手当支給規程に定め、通則法第50条の10第2項の規定に基づき、国土交通大臣に届け出るとともに、公表しております。

（単位：千円、人）

役　　員

職　　員

合　　計

退　　職　　手　　当

支　　給　　額 支給人員
区　　分

報　酬　又　は　給　与

支　　給　　額 支給人員



19．その他の主な資産、負債、費用及び収益の明細

19－1　資産

割賦債権
（単位：円）

金　　　　　額

東日本旅客鉄道株式会社 328,304,474,221 東北新幹線、上越新幹線

東海旅客鉄道株式会社 538,443,773,654 東海道新幹線

西日本旅客鉄道株式会社 102,931,505,857 山陽新幹線

969,679,753,732

未収金
（単位：円）

金　　　　　額

国土交通省 6,544,170,906 新幹線鉄道事業助成費

　　　〃 5,636,354,696 都市鉄道整備事業助成費

　　　〃 526,492,184 安全・防災対策等事業助成費

　　　〃 275,390,615 鉄道技術開発推進事業助成費

　　　〃 218,293,489 主要幹線鉄道整備事業助成費

建設勘定 46,052,124 補助金返還金

神戸電鉄株式会社 2,160,232 補助金返還金

その他 248 戻入金

13,248,914,494

19－2　負債

未払金
（単位：円）

金　　　　　額

建設勘定 6,927,225,803 整備新幹線整備事業費補助ほか

東京都 1,359,664,408 地下高速鉄道整備事業費補助

横浜市 459,000,000 地下高速鉄道整備事業費補助

東京地下鉄株式会社 455,800,070 地下高速鉄道整備事業費補助

海老名市地域公共交通協議会 396,050,000 鉄道駅総合改善事業費補助

東日本旅客鉄道株式会社 308,399,000 鉄道駅総合改善事業費補助ほか

西日本旅客鉄道株式会社 280,356,276 鉄道駅総合改善事業費補助

名古屋市 262,955,793 地下高速鉄道整備事業費補助

東京急行電鉄株式会社 248,913,966 鉄道駅総合改善事業費補助ほか

公益財団法人鉄道総合技術研究所 242,000,000 鉄道技術開発費補助金

その他 2,345,637,211 鉄道駅総合改善事業費補助ほか

13,286,002,527

19－3　費用

鉄道整備助成費
（単位：円）

金　　　　　額

75,002,664,258

223,391,576

23,935,516,066

275,390,615

2,211,468,683

101,648,431,198

新幹線鉄道事業助成費

相　　　手　　　先

計

相　　　手　　　先

計

主要幹線鉄道整備事業助成費

都市鉄道整備事業助成費

鉄道技術開発推進事業助成費

安全・防災対策等事業助成費

計

摘　　　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　　　要

相　　　手　　　先

計

区　　　　　　　　分



20．セグメント情報（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：円）

鉄 道 助 成 業 務
中 央 新 幹 線 建 設
資 金 貸 付 等 業 務

債 務 償 還 業 務 小 計 勘 定 共 通 セ グ メ ン ト 計 セグメ ント間相殺 勘 定 計

Ⅰ　事業費用、事業収益及び事業損益

　　事業費用

　　　鉄道整備助成業務費 101,648,431,198 0 8,497,720,213 110,146,151,411 0 110,146,151,411 0 110,146,151,411

　　　　鉄道施設譲渡原価 0 0 8,497,720,213 8,497,720,213 0 8,497,720,213 0 8,497,720,213

　　　　鉄道整備助成費 101,648,431,198 0 0 101,648,431,198 0 101,648,431,198 0 101,648,431,198

　　　一般管理費 0 0 0 0 428,800,697 428,800,697 0 428,800,697

　　　財務費用 0 25,750,000,000 59,011,082,959 84,761,082,959 0 84,761,082,959 0 84,761,082,959

　　　雑損 271,543,912 0 135,221,188 406,765,100 0 406,765,100 0 406,765,100

　　　　　　　計 101,919,975,110 25,750,000,000 67,644,024,360 195,313,999,470 428,800,697 195,742,800,167 0 195,742,800,167

　　事業収益

　　　運営費交付金収益 0 0 0 0 204,149,000 204,149,000 0 204,149,000

　　　貸付金利息収入 0 25,750,000,000 0 25,750,000,000 0 25,750,000,000 0 25,750,000,000

　　　鉄道施設譲渡収入 0 0 72,431,436,460 72,431,436,460 0 72,431,436,460 0 72,431,436,460

　　　中央新幹線建設資金貸付等業務管

　　  理費収入 0 0 0 0 59,800,000 59,800,000 0 59,800,000

　　　譲渡管理費等収入 0 0 0 0 184,520,010 184,520,010 0 184,520,010

　　　補助金等収益 101,648,431,198 0 0 101,648,431,198 0 101,648,431,198 0 101,648,431,198

　　　財務収益 0 0 157,244 157,244 12,126 169,370 0 169,370

　　　雑益 271,543,912 0 0 271,543,912 146,207 271,690,119 0 271,690,119

　　　その他 0 0 0 0 315,862 315,862 0 315,862

　　　　　　　計 101,919,975,110 25,750,000,000 72,431,593,704 200,101,568,814 448,943,205 200,550,512,019 0 200,550,512,019

　　事業損益 0 0 4,787,569,344 4,787,569,344 20,142,508 4,807,711,852 0 4,807,711,852

Ⅱ　臨時損益等

　　臨時損失

　　　固定資産除却損 0 0 0 0 2 2 0 2

　　　　　　　計 0 0 0 0 2 2 0 2

　　当期純損益 0 0 4,787,569,344 4,787,569,344 20,142,506 4,807,711,850 0 4,807,711,850

　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 135,221,188 135,221,188 3,352,081 138,573,269 0 138,573,269

　　当期総損益 0 0 4,922,790,532 4,922,790,532 23,494,587 4,946,285,119 0 4,946,285,119

Ⅲ　行政サービス実施コスト

　　業務費用

　　　損益計算書上の費用 101,919,975,110 25,750,000,000 67,644,024,360 195,313,999,470 428,800,699 195,742,800,169 0 195,742,800,169

　　　（控除）自己収入 -271,543,912 -25,750,000,000 -72,431,593,704 -98,453,137,616 -244,478,343 -98,697,615,959 0 -98,697,615,959

　　　業務費用合計 101,648,431,198 0 -4,787,569,344 96,860,861,854 184,322,356 97,045,184,210 0 97,045,184,210

　　引当外賞与見積額 0 0 0 0 384,079 384,079 0 384,079

　　引当外退職給付増加見積額 0 0 0 0 16,577,071 16,577,071 0 16,577,071

　　機会費用

　　　政府出資又は地方公共団体出資等

　　　の機会費用 0 0 0 0 0 0 0 0

　　行政サービス実施コスト 101,648,431,198 0 -4,787,569,344 96,860,861,854 201,283,506 97,062,145,360 0 97,062,145,360

Ⅳ　総資産

　　　現金及び預金 0 0 169,204 169,204 279,179,169 279,348,373 0 279,348,373

　　　割賦債権 0 0 969,679,753,732 969,679,753,732 0 969,679,753,732 0 969,679,753,732

　　　未収収益 0 6,200,163,644 0 6,200,163,644 0 6,200,163,644 0 6,200,163,644

　　　長期貸付金 0 3,000,000,000,000 0 3,000,000,000,000 0 3,000,000,000,000 0 3,000,000,000,000

　　　他勘定長期貸付金（１年以内含む） 96,873,470,000 0 0 96,873,470,000 0 96,873,470,000 0 96,873,470,000

　　　未収金 13,248,914,246 0 0 13,248,914,246 248 13,248,914,494 0 13,248,914,494

　　　鉄道助成経理へ振替 0 0 96,873,470,000 96,873,470,000 0 96,873,470,000 -96,873,470,000 0

　　　その他 0 0 0 0 15,957,487 15,957,487 0 15,957,487

　　　　　　　計 110,122,384,246 3,006,200,163,644 1,066,553,392,936 4,182,875,940,826 295,136,904 4,183,171,077,730 -96,873,470,000 4,086,297,607,730

（注）セグメントの区分及び事業内容については、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に関する省令(平成15年国土交通省令第102号)附則第2条第4項の規定によるものであります。

　　ただし、業務経理については、勘定共通に発生する一般管理費及びその財源としての収益を整理するための経理区分であり、勘定共通として整理しております。

　  　



【主な事業費用の内訳】

セグメント「鉄道助成業務」鉄道整備助成費の内訳

（単位：円）

金　　　額

75,002,664,258

223,391,576

23,935,516,066

275,390,615

2,211,468,683

101,648,431,198

【国又は地方公共団体による財源措置等の内訳】

（単位：円）

セ グ メ ン ト 区 分 収 益 計 上 額

鉄道助成業務 国 75,002,664,258 新幹線鉄道事業助成費

国 223,391,576 主要幹線鉄道整備事業助成費

国 23,862,516,066 都市鉄道整備事業助成費

国 275,390,615 鉄道技術開発推進事業助成費

国 2,211,468,683 安全・防災対策等事業助成費

国 73,000,000 政府補給金収入

計 101,648,431,198

0

0

勘定共通 国 204,149,000 運営費交付金

国 92,780 資産見返運営費交付金戻入

国 223,082 資産見返補助金等戻入

計 204,464,862

合　　　　　　計 101,852,896,060

備 考

中央新幹線建設資金貸付等業務

債務償還業務

科　　　　　　　　　　　　　　目

合計

　　新幹線鉄道事業助成費

　　主要幹線鉄道整備事業助成費

　　都市鉄道整備事業助成費

　　鉄道技術開発推進事業助成費

　　安全・防災対策等事業助成費


